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１．序論

　北極海は、多くの理由から政治的にも学術

的にも「注目のトピック」となった。海氷の

減少により、アジアとヨーロッパの間の船舶

の航行が増加し、また航路が短縮されるとい

う見通しが高まりつつある１。北極は資源開

発の宝庫としても期待されており、例えば、

世界で未発見の石油と天然ガスのそれぞれ約

13％と約 30% が存在していると予測されて

いる２。

　数多の環境上の懸念は、北極への関心をさ

らに高めている。北極域内での懸念事項には、

ホッキョクグマやアザラシなど多くの種が海

氷生息地を失うこと３、極海域で特に深刻で

ある海洋酸性化の悪影響４、この地域への残

留性有機汚染物質（POPs）および水銀など

の重金属類の長距離移動５などがある。これ

に対して、北極域外の懸念事項としては、融

氷や融解氷河による世界の海面上昇への影

響、北極温暖化による気象変化への影響、海

流の変化の可能性などがある６。  

　こうした海洋カバナンスの現実を捉えるに

は、２つのイメージが役に立つ。１つ目は、「揺

れうごく海の姿」である。地域や世界の協力

体制には重大な変化が生じており、それは今

後も続いていくことが予想されている。そし

て２つ目のイメージは、「霞む水平線」である。

すなわち、北極に関連する協力の将来展望は、

今なお非常に曖昧なままとなっている。例え

ば、国家管轄権を越える北極海中央部（CAO）

のガバナンスのための枠組は、未だまとまっ

ていない。
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米 国 主 導 の 下 で 2015 年 10 月 に 結 成 さ れ

た 12。これにより、油濁への対応、捜索や救助、

海上監視、法執行および航行支援を含むさま

ざまな分野で能力向上のための北極８か国の

沿岸警備隊間の協力が促進されることが見込

まれている。

2.1.2　北極沿岸５ヶ国（A5）の変容

　北極沿岸５ヶ国間での協力もまた、主に３

つの分野で実質的な進歩が見られる。第１に、

北極沿岸国（カナダ、デンマーク・グリーン

ランド、ノルウェー、ロシア連邦、米国）は、

ホッキョクグマを保護するための協力を拡大

させてきた。1973 年のホッキョクグマ保全

条約 13 は、ホッキョクグマの住処や生態系を

保護するための一般的義務につき限定的であ

り、その焦点は、狩猟や密猟の抑制にあった

と言えるかもしれない。同条約は、生存のた

めの狩猟、人命を救うための正当防衛、およ

び科学的目的といった限定された例外を除き

シロクマの捕獲を禁止するものであった 14。

その点、2015 年９月に結ばれたホッキョク

グマ行動計画は、北極沿岸５ヶ国の協力を拡

大している 15。具体的には、北極沿岸５ヶ国

は、気候変動その他の環境ストレス要因のホ

ッキョクグマへの影響を把握するための科学

的な取組みを強化していくことが求められ

る。また同計画は、情報伝達および啓蒙活動

を通じて、ホッキョクグマの危機的状況につ

いて政治家や市民に対する教育を強化するこ

とを求めている。

　第２に、北極沿岸５ヶ国は、一部 NGO や

２．揺れうごく海の姿

2.1　地域協力の変容

　地域協力に関する２つの主要な枠組である

北極評議会と北極沿岸５ヶ国（A5）のイニ

シアティヴには、重要な変化が見られる。

2.1.1　北極評議会の変容

　北極評議会はこれまでに多くの面で変化し

てきた。北極評議会は、アジア５か国（中国、

インド、日本、シンガポール、韓国）にオブ

ザーバーの資格を認めるなどオブザーバーの

参加を拡大させてきた。北極評議会は「対話

と研究」のフォーラムから、政策を方向付け

るフォーラムへ、さらには法形成フォーラム

へと発展しつつある。北極捜索救助協定（2011

年）７および北極海油濁汚染準備対応協定

（2013 年）８という２つの地域協定は、北極評

議会のタスクフォースを通じて交渉が行われ

て き た。 ま た 科 学 協 力 タ ス ク フ ォ ー ス

（SCTF）は、科学協力に関する法的拘束力

のある合意を 2017 年の閣僚会合までに完了

させるべく作業を進めている９。

　北極評議会は、３つの地域的協力メカニズ

ムの設立を支援してきた。まず、2010 年に

は北極水路委員会が国際水路機関（IHO）の

下に設立され、北極海地域での水路データ収

集と航海用海図の作成を推進している 10。議

長国カナダの下で 2013 年に設立された北極

経済評議会は、北極国８か国と先住民社会か

らビジネス界のリーダーを集め、北極での経

済発展を促進させることをその任務としてい

る 11。さらに、北極沿岸警備隊フォーラムは、
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立する約束などが含まれる。

　イルリサット会議において、北極沿岸５ヶ

国は北極のための新たな包括的条約を作る必

要はないと結論付けた。

　第３の協力の前進としては、国家管轄権を

越える北極海中央部（CAO）での潜在的な

商業的漁業に対し、北極沿岸５ヶ国が予防的

アプローチを推進したことが挙げられる。北

極沿岸５ヶ国の代表は、2010 年以降定期的

に会合を開き、CAO における潜在的な将来

の商業的漁業につき、その科学的および政策

的課題について協議を行ってきた 24。2013 年

４月 29 日から５月１日にかけてワシントン

D.C. で開催された第１回政策重点会合にお

いて北極沿岸５ヶ国は、たとえ CAO の公海

部分における商業的漁業が近い将来に行われ

る可能性が低くても、その将来的なガバナン

スを議論することを望んでいると明らかにし

た 25。第２回政策志向会合（2014 年２月 24

～ 26 日）はグリーンランドのヌークで行わ

れたが、ここでは今後の様々な方向性に関し

て合意がなされた。すなわち、遅くとも

2015 年末までに第３回科学会議を開催する

こと、北極沿岸５ヶ国が暫定措置に関する閣

僚宣言を採択できるよう準備すること、最終

的な成果物としての法的拘束力を有する国際

協定につながる暫定措置の準備にあたり、そ

の他の利害関係国を関与させるより広範なプ

ロセスを形成することである 26。

　2015 年７月 16 日、ノルウェーのオスロで

開催された第３回政策会合において、北極沿

岸５ヶ国は、「北極海中央部での無規制の公

メディアおよび研究者による北極海が「無法」

な状態にあるという主張に反論してきた。

2008 年５月にグリーンランドで開催された

会合において、北極沿岸５ヶ国の政府代表は、

イルリサット宣言を通じて、沿岸５か国とそ

の他の利用者による北極海の責任ある管理に

ついては海洋法が強固な基盤を提供するとの

見解を示した 16。1982 年の国連海洋法条約

（UNCLOS）17 は、指針となる多くの潮流を定

めている。公海における様々な自由は、航行

や漁業を含めすべての国が享受している 18。

旗国主義は、公海上での活動を規制するため

の主要な原則として通用している。国家には、

北極の公海上における自国の船舶およびその

国民の活動を規制する様々な責任が課され

る。例えば、漁業資源の保存および共同開発

される水産資源の管理につき他国と協力する

こと 19、実質的な海洋環境の汚染または海洋

環境への重大かつ有害な変化をもたらすおそ

れのある計画中の活動に対する環境影響評価

の実施 20、一般的に海洋環境を保護し保全す

ることなどである 21。国家管轄権を越える深

海底での鉱物の探査と開発は、国際海底機構

の管轄権とライセンスに基づく管理の下に置

かれることとなる 22。

　国連公海漁業協定（1995 年）23 もまた、北

極公海の将来に関わるさまざまな義務を定め

ている。これらの責任には、予防的および生

態系アプローチを適用する必要性のほか、特

定の魚類および高度回遊性魚類資源に対応す

る組織や枠組が存在しない場合、小地域的ま

たは地域的漁業管理機関や関連する協定を設
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にさらなる科学会合を開催することで合意し

た。

2.2　国際協力の変化

　2015 年、国際海事機関（IMO）の支援の

もと、北極での船舶航行に関する国際基準は

大きな進歩を遂げることとなった 29。すなわ

ち、新しい義務的極海コード（Polar Code）

が採択され 30、2017 年１月１日に発効するこ

とが見込まれている。極海コードは、北極諸

国の領海のみならず CAO をもカバーしてい

るため、海上での安全のための船舶の設計、

建造、設備や運航に関する要件に関する世界

基準が確立する 31。また極海コードにより、

北極海での船舶航行に関する汚染物質排出基

準が厳格化される。例えば、全ての船舶は、

石油または油性混合物の海への排出が禁止さ

れる。これは有害液体物質の排出についても

同様である。また、廃棄物の排出に関しては、

海洋環境にとって有害でない一部の貨物残留

物と食品廃棄物に限定される。なお、このよ

うな食品廃棄物は、船舶の航行中かつ最も近

くの陸地、棚氷または定着氷から 12 海里以

上離れている場合にのみ排出が認められる

が、その場合には粉砕または破砕がなされな

ければならず、また氷上への排出も禁じられ

ている。

３．霞む水平線

　北極海のガバナンスの将来的な展開には、

かなりの不確実性が残されている。それは、

とりわけ以下の７つの課題に表れている。

海漁業の防止に関する宣言」を採択した 27。

また、各国は CAO の公海上における潜在的

な商業的漁業に対処するための様々な暫定措

置に合意した。そのような暫定措置としては、

１つ以上の地域的もしくは小地域的漁業管理

機関または枠組により管理措置が定められる

まで、漁船には公海での漁業の実施を許可し

ないこと、また生態系への理解を促進するた

めの共同科学研究プログラムを創設するこ

と、および監視・管理・警戒に関する諸活動

を調整することなどが挙げられる。

　その後、北極沿岸５ヶ国は、米国主導の下、

他の４カ国（中国、日本、韓国、アイスラン

ド）と欧州連合（EU）を含める形で CAO

漁業協議を拡大させた。北極沿岸５か国プラ

ス 5（Arctic ５+ ５）による最初の会合は、

2015 年 12 月１日から３日間、ワシントン

D.C. で開かれた。各国代表団は、CAO に関

する科学的な研究や監視の推進に協力するこ

とを望んでいると表明した。同時に CAO の

公海での無規制な商業的漁業を防止するため

の様々な可能性のある方法を検討した。すな

わち、CAO での漁業に関するより広範な非

拘束的宣言の採択、近い将来この海域に１つ

以上の追加的な地域的漁業管理機関または枠

組を設立するための協定の交渉、米国が提案

するような法的拘束力のある国際協定の交

渉、などである 28。

　また、将来の方向性についても合意がなさ

れた。米国は、上記会合に続く政策会合を

2016 年の春に主催することを申し出た。ま

たノルウェーは、2016 年９月または 10 月頃
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　もう一つの不確実性は、CAO における将

来の船舶航行活動に対処するために IMO 内

でさらに措置を講じるべきかどうかにつき、

北極国間で合意がないことである。北極評議

会の北極海洋環境保護（PAME）作業部会

を代表してデット・ノルスケ・ベリタス（Det 

Norske Veritas）がまとめた 2014 年報告書

は 32、IMO で追求しうる３つの主要な選択

肢を、以下のように提示している。

　・公海全域に特別敏感海域（PSSA）を設

定し、これに船舶航行安全システム

（VTS）、船位通報制度（SRS）および動

的な避航水域（ATBA）を含ませる。

　・公海全域に PSSA を設定するが、VTS

と SRS のみを含ませる。

　・CAO 内の１つ以上の中核的な氷海域に

PSSA を設定し、これに避航水域に加え

る。

　これらの点につき北極国は、前進すること

を躊躇している。PAME の 2014 年９月会合

では、IMO 内で行動をおこす前に、多くの

予備的な手順を踏むべきであるとする決議が

採択された。この手順の中には、とりわけ

IMO が公海全域に PSSA を指定する可能性

を調査した文書を作成することおよび座標が

設定された水域ではなく、動的な避航水域を

設定しうるのかどうかについて調査した文書

を作成することが含まれていた 33。しかしな

がら、そうした文書は未だ作成されていない。

また、PAME はその後、2015 年２月会合に

おいて追加的な手順を導入した。すなわち

PAME は、特に船舶航行に対して脆弱な

3.1　今後のCAOガバナンス枠組の整備

　北極沿岸５ヶ国による CAO での漁業に関

する宣言（2015 年７月）は、海洋生物資源

管理の問題に対処するためのあくまでも「出

発点」であり、以下のような多くの問題が未

解決のまま残されている。

　・先住民族グループをどのように関与させ

るのか。

　・科学的な協力プログラムをどのように運

用可能にするのか。

　・海洋の監視・管理・警戒における協力は

如何にして実施されるのか。

　・法的拘束力のある合意は形成されうるの

か。

　・その場合、そのメンバーシップや構成要

素はどのようなものとなるのか。

　・今後、商業化を推し進めていくべきか。

　・国家管轄権を越える海域における海洋生

物多様性の保全と持続可能な利用に関

する国連協定ができた場合、いかなる

影響があるか。

　最後の点に関しては、2015 年６月の国連

総会において、決議 69/292 の下、国家管轄

権を越える海域での海洋生物多様性に関する

新たな協定の条文草案の要素につき、総会に

勧告を行う準備委員会プロセス（2016 年

-2017 年）の設立が決議された。今後多くの

問題について交渉が進められていくが、その

中で、海洋遺伝資源の取得と配分、環境影響

評価、海洋保護区を含む区域ベースの管理手

段といった、CAO に関連するものが扱われ

ることも考えられる。

P015-シンポ(VanderZwaag).indd   19 2016/06/24   17:19:01



国　際　協　力　論　集　　第 24 巻  第 1 号20

が、おぼろげながらも浮き彫りになりつつあ

る。生じうる重複としては、ボーフォート海

に関するもの（カナダ、米国間）、北極海盆

に関するもの（カナダ、デンマーク・グリー

ンランド、ロシア間）およびノルウェー（ス

ヴァールバル）とデンマーク・グリーンラン

ド間に関するものがある。

3.3　北極評議会における今後の方向性の模

索

　多くの課題が、北極評議会の将来を覆って

いる 36。どうすれば非北極国の管理を強化し

うるのか。どうすれば北極評議会活動への資

金調達、とりわけ常時参加者が評議会に関与

するための財源や、評議会のプロジェクト及

びその評価のための財源を強化しうるのか。

また、沖合石油・ガス操業基準に関する協定

や 37、北極評議会とそこでの国家の約束をさ

らに正式なものにする枠組条約 38 などの追加

的な地域協定について交渉を行うべきなの

か。そして、どうすれば国際的なフォーラム

において「北極の声」をより良く伝達できる

のか。

　2015 年４月 24 日の北極評議会のイカリッ

ト宣言では、いくつか期待できる課題の明確

化がなされた。すなわち、同宣言により北極

高級実務者（SAO）は、オブザーバーとの

連携に関するさらなる指針を提供する任務を

与えられ、また常時参加者への新たな資金拠

出の方法を特定することを任された。各国の

閣僚らもまた同宣言の下、地域海プログラム

（regional seas program）などを通じて協力

CAO 水域を特定するべく、北極監視評価計

画（AMAP）作業部会と北極植物相・動物

相保存（CAFF）作業部会を招待したが 34、

2015 年 12 月時点ではそのような水域の特定

はまだ行われていない。

3.2　延長大陸棚の境界画定

　北極沿岸５か国すべてが、北極海における

200 海里を超えた大陸棚の延長を主張してい

るが、その境界の大半は未画定の状態にあ

る 35。UNCLOS の下に設けられた大陸棚限

界委員会（CLCS）を通じた正当化プロセス

を完了させているのは、ノルウェーだけでし

かない。2013 年 12 月、カナダは大西洋にお

ける自国の大陸棚延長について CLCS に申

請を行ったが、その内容はごく部分的なもの

であった。また、デンマーク・グリーンラン

ドは、南部グリーンランド沖（2012 年６月）、

北西グリーンランド沖（2013 年 11 月）およ

び北東グリーンランド沖（2014 年 12 月）区

域につき延長の申請を行った。ロシアも同様

に、北極点を含む区域につき最初の申請を

2001 年に行ったが、2002 年、同委員会は、

提供された情報に基づいて確固とした決定を

行うことは不可能であると述べ、申請を修正

するよう勧告した。修正されたロシアの申請

は 2015 年８月になされた。米国は UNCLOS

の当事国ではないため、アラスカ沖に関する

権利主張について CLCS に申請を行う資格

を有しない。

　北極沿岸５ヶ国がその大陸棚の限界を確定

した後に各国の権利主張の重複する可能性
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北極評議会の３つ作業部会が作成した 2013

年報告書は、文化的重要性の高まった海域に

関する情報が欠如していることを認めつつ

も、約 97 か所もの生態学的重要性の高まっ

た海域を特定した 44。これは、北極海の中で

も氷に覆われた海域の半分以上にあたる。

　環境保護を目的に、IMO を通じて採択さ

れ た 保 護 航 路 措 置（protective routing 

measures）は、北極海域では依然として非

常に限定的なものとなっている。このような

措置の中には、ノルウェー北部沖合での分離

通航方式と推奨航路の制度が含まれる 45。こ

れは、あらゆる規模のタンカーや大型貨物船

を、敏感な沿岸から約 30 海里沖合へと引き

離すためのものであり、2007 年７月１日に

発効した。また 2015 年６月には、IMO の海

上安全委員会が、アラスカのアリューシャン

列島沖合における勧告的避航水域５か所を承

認した。この措置は 2016 年１月１日に発効

し、総トン数 400 トン以上の国際的航海を行

う船舶に適用され、脆弱な島嶼地域の周囲約

50 海里について「緩衝地帯」を提供するこ

とを目的としている 46。

　今後、北極国が IMO を通じてどのような

更なる保護措置を求めてゆくのかは不確実で

あるうえ、沿岸国が一方的に行動を起こし追

加的な船舶航路を設定するのかどうかの問題

もある。内水および領海を越えて講じられる

一方的措置は、氷に覆われた海域に関する

UNCLOS の規定（第 234 条）により付与さ

れる特別立法権限および執行権限の下、正当

化されうるかもしれない 47。

を強化するための可能性のある方法について

検討するため、北極海洋協力タスクフォース

（TFAMC）を設立することを決定した。

　TFAMC の検討事項は極めて広範であ

る 39。同タスクフォースは、新たな協力メカ

ニズムにつき明確な地理的範囲を定めるべき

か、例えば CAO の公海海域ないし国家管轄

権を越える海底域なども含めるべきかを検討

する任務をもつ。他にも新たな協力メカニズ

ムと既存の制度との関係性やその法的形式

（法的拘束力の有無）といったものも、検討

事項に含まれている。TFAMC は、2015 年

９月に第１回会合を開催し、2017 年の北極

評議会閣僚会合に最終報告書を提出する予定

であるが、CAO の問題がどのように扱われ

るのかはまだ示されていない。

3.4　国家水域内の生態学的および文化的重

要性の高い海域の特定および保護

　2009 年に刊行された北極評議会の北極船

舶輸送評価（AMSA）は 40、 優先すべき課題

として、生態学的および文化的重要性の高い

海域を特定し保護することを挙げた。北極国

は、先住民コミュニティによる北極海の利用

について調査を行うよう要請された 41。また

北極国は、船舶航行による影響の軽減に沿岸

コミュニティが関与できる効果的な調整メカ

ニズムを確保していくことを奨励された 42。

さらに北極国は、生態学的および文化的重要

性の高い区域を特定し、保護措置を講じるよ

う強く要請された 43。

　この重要海域の特定には前進がみられる。
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するよう促している 54。

3.6　海洋保護区（MPAs）の地域的ネット

ワークの確立

　北極評議会は、現在も MPAs に関する地

域的ネットワークの構築に力を尽くしてい

る。2015 年４月のイカリット宣言を通じて、

閣僚会合は、このようなネットワークを発展

させるための作業を継続していく旨の決定を

行った 55。北極評議会の 2015-2025 年北極海

洋戦略計画には、戦略的行動の一つとして汎

北極 MPAs ネットワークの発展が明記され

ている 56。

　しかしながら、MPAs ネットワークの可

能性は不明確なままである。PAME 作業部

会は、汎北極海洋保護区ネットワークの枠組

を採択したが 57、この枠組は「政治的な慎重

さ」において際立っている。MPA 指定にお

いてはいかなる地域的目標も採用されておら

ず、追加される MPA の優先順位とスケジュ

ールについても各北極国に任されている。

　PAME の 2015-2017 年作業計画では、さ

らなる「紙の上での措置」が約束されている。

すなわちここでは、既存の北極 MPA に関す

る目録の更新に着手すべきであること、そし

て北極における区域ベースでの保全措置につ

き机上の研究を完了させることが示されてい

る 58。

3.7　航行の安全と汚染問題へのさらなる対

処

　新たな極海コードは、北極での航行の安全

3.5　北極渡り鳥の保全

　北極における渡り鳥の保全も重要な課題と

なっている。少なくとも 279 種の鳥類が北極

外から飛来し、繁殖能力の高い夏の時期を北

極で過ごしている 48。北極は、世界のガチョ

ウ個体数の約 80% の生息地となっている 49。

　CAFF 作業部会は、北極渡り鳥イニシア

ティブ（AMBI）の下で優先的な行動を開始

する初期段階にある。AMBI は、世界にあ

る４本の主要な渡り鳥の飛路である米州飛

路、アフリカ・ユーラシア飛路、周極飛路お

よび東アジア・オーストラリア飛路における

保全の取組を強化するためのものであり、非

北極国が保全活動に参加するための絶好の機

会を提供している。2015 年から 2019 年にか

けての AMBI 作業計画は 50、特に東アジア・

オーストラリア飛路（EAAF）に関連するさ

まざまな措置を提案している。関連する国家

レベルでの行動には、中国（江蘇省）での潮

間帯の干拓計画を中止または変更するこ

と 51、そして EAAF における渡り鳥の保全

を推進する方法について日本と対話を開始す

ることが含まれる 52。作業計画は、例えば、

渡り鳥の生息地に関する東南アジア諸国連合

（ASEAN）プラスネットワークを形成する

ことや、シンガポールで渡り鳥の保全に関す

る国際会議 / ワークショップ（2016/2017 年）

を開催することなど、より広範な東南アジア

での取組を模索するよう求めている 53。また

同計画は、すべての EAAF 関係国に対し、

韓国に拠点を置く東アジア・オーストラリア

飛路パートナーシップ事務局への支援を強化
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科学者からのコメント

平譯　享 *

　ヴァンダーズワーグ教授の報告でも紹介さ

れていた通り、北極海の公海における漁業や

海洋協力について様々な議論が進んでいる。

　それらの議論で対象とされている魚介類と

して、ホッキョクダラ、カラスガレイ、ズワ

イガニがある。これらのうち、ホッキョクダ

ラは体内に不凍タンパクを持っているため、

水温が氷点下となる北極海公海域においても

十分に生息可能である。しかしながら、これ

までの知見によると、ホッキョクダラの生息

域は 400m 以浅であり、今後より深い北極公

海域中心部へ分布域を拡大するかどうかは不

明である。さらに、ホッキョクダラを食用と

して利用するのは、ヨーロッパの限られた国

だけであり、日本が利用している「タラ」は

「マダラ」や「スケトウダラ」である。また、

カラスガレイの生息域は「マダラ」や「スケ

トウダラ」と同様、主にベーリング海峡より

も南である。更に、北極公海域の最深部は

3000m もあるため、トロール漁業を実施す

ることは困難である。

　したがって、北極海およびその周辺海域に

おいて「漁業資源として利用しうる」魚類を

考えた場合、自然科学的には北極公海域より

も、海氷の経年変動（増加傾向と減少傾向）

の境界であるベーリング海北部からチャクチ

海南部におけるそれらの種のシフトが懸念さ

と汚染防止を強化する上で大いに役立つはず

であるが、これによってあらゆる船舶航行の

問題が解決されるわけではない 59。重要な課

題としては、極海域での効果的なバラスト水

規制の確保、さらなる重質燃料油（HFO）

の禁止措置（スヴァールバル諸島における限

定された禁止水域を超えるような措置）の検

討、ブラックカーボン排出量の抑制、硫黄酸

化物、窒素酸化物および粒子状物質に対して

通常よりも厳格な汚染規制を課しうる１以上

の排出規制海域（Emission Control Areas）

を北極内に指定すること、そして極海コード

の適用範囲を漁船や個人のヨットをもカバー

するよう拡大することなどが挙げられる。

４．結論

　北極海のガバナンスに関する最も重要な要

素を捉えるには、第３の海にまつわるイメー

ジが役に立つ。それは「未完の航海」である。

上述のように、７つの主要な課題は、未だ十

分に舵取りをされていない。その他にも多く

の課題、例えば、北極における持続可能な観

光開発の確保、安全で信頼性の高い北極海の

航行を支援するために十分なインフラ整備な

どもここに付け加えることができよう。人間

による将来の北極海利用を規制するために、

そして北極コミュニティを北極域外の汚染か

ら守るために、北極国および国際社会の前に

は、いまだ長い道のりが続いている。

＊北海道大学大学院水産科学研究院・准教授。
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よるオスロ宣言、2015 年 12 月のワシントン

会議）については、将来を見据えた合理的な

措置であるという評価が少なくとも法律家の

間には共有されていた。これらの措置の根拠

とされる予防的アプローチの適用に関して

は、現時点で北極の公海漁業に関する科学的

データが実際に不足しているだけでなく、ど

の程度の科学的データがあれば、公海漁業を

開始しても良いのかという点についても北極

沿岸５ヶ国の間に合意が存在しないという問

題が指摘された。さらに、一旦漁業が始まっ

てしまうとそれを規制することが困難になる

ことに鑑みれば、まだ漁業が実施されていな

い現段階で措置を講じることが適当であり、

また容易でもあるとの見解もあった。他方で、

そのような予防的な措置によって、科学的調

査が行いにくくなる危険性に対する懸念も表

明された。

　北極のガバナンスにおける非国家主体の役

割について、ソフトロー文書は、非国家主体

の地位を押し上げる機能を果たしてきたとの

見解があった。具体的には、北極評議会にお

ける先住民（常時参加者）や、北極経済評議

会（Arctic Economic Council）におけるビ

ジネスの代表者などである。しかしながら、

国際海事機関（IMO）における極海コード

の交渉過程に先住民が関与できなかったこと

に表れているように、北極評議会以外のフォ

ーラムにおいてどのように先住民の声を拾っ

ていくのかという課題がある。

　また、国連海洋法条約は、国家中心主義的

な思考がその基礎にあるため、先住民の利益

れる。

　ベーリング海やチャクチ海陸棚域において

は、過去に北大水産学部の「おしょろ丸」等

で資源調査を実施し、「海洋生態系ベースの

資源管理」に資するデータを取得してきた。

それによりカジカの漁獲量の減少や、過去に

は漁獲されなかったホヤが近年の航海では漁

獲されるなどの事実があるが、そのプロセス

や他の漁業資源について不明な点も多い。そ

のため、ArCS の「環境変動と人為的インパ

クトに対する 北極海生態系の反応メカニズ

ムの解明」では、同上陸棚域を中心とした研

究を実施する。

　以上のように、国際法で議論されている北

極海漁業と、実際に漁業資源として利用し自

然科学分野で研究対象としている漁業にはギ

ャップがあり、ロジスティック的な困難さも

ある。そのため、実際に北極公海における漁

業管理を行う場合には、分野間の更なる情報

交換と連携が必要である。

ディスカッション

稲垣　治 **（記録・訳）

　上記平譯准教授のコメントのとおり、近い

将来北極海中央部における商業的漁業が行わ

れる見込みが小さいと言われている。それに

も拘わらず、現在、北極沿岸５ヶ国と利害関

係国が規範的文書の作成に向けて取り組んで

いること（2015 年７月の北極沿岸５ヶ国に

＊＊神戸大学大学院国際協力研究科極域協力研究
センター特命助教。博士（法学）。

P015-シンポ(VanderZwaag).indd   24 2016/06/24   17:19:01



北極海のガバナンス：揺れうごく海の姿、霞む水平線 25

Ocean Forum）」のようなものに結実するか

もしれないとの見方も示された。

注
１　北極海の主要な３つの航路である、北極海航

路（the Northern Sea Route），北西航路（the 
Northwest Passage）および北極海中央部を通
る極点航路（the Transpolar Route）を比較す
るものとして、以下を参照。Willy Østreng et 
al., Shipping in Arctic Waters: A Comparison of the 
Northeast, Northwest and Trans Polar Passages 

（Springer, 2013）.
２　USGS, Circum-Arctic Resource Appraisal: 

Estimated Undiscovered Oil and Gas North of 
the Arctic Circle, USGS Fact Sheet 2008-3049 

（2008）.
３　例えば以下を参照。Conservation of Arctic 

Flora and Fauna （CAFF）, Life Linked to Ice: 
A Guide to Sea-Ice Associated Biodiversity in 
This Time of Rapid Change （2013）; CAFF, 
Arctic Biodiversity Assessment: Status and 
Trends in Arctic Biodiversity Synthesis

（2013）.
４　Arct i c Mon i t o r ing and Assessment 

Programme （AMAP）, AMAP Arctic Ocean 
Acidification Assessment: Key Findings 

（2013）.
５　AMAP, Summary for Policy-makers: Arctic 

Pollution Issues 2015 （2015）.
６　Lorne Kriwoken, “Environmental Change in 

the Arctic Region,” in Tim Stephens and 
David L. VanderZwaag （eds.）, Polar Oceans 
Governance in an Era of Environmental Change 

（Edward Elgar, 2014）, pp. 42-61.
７　Agreement on Cooperation on Aeronautical 

and Maritime Search and Rescue in the Arctic 
（SAR agreement）, May 12, 2011, available at 
<ht tps : //oaarch ive . arc t i c - counc i l . o rg/
handle/11374/531> （2016 年３月 14 日最終閲
覧）．

８　Agreement on Cooperation on Marine Oil 
Pollution Preparedness and Response in the 
Arctic （MOPPR Agreement）, May 15, 2013, 
available at <https://oaarchive.arctic-council.
org/handle/11374/529>（2016 年３月 14 日最終
閲覧）．

９　Iqaluit Declaration 2015 on the Occasion of 
the Ninth Mniteral Meeting of the Arctic 
Counci l , para .44, avai lable at <https ://
oaarchive.arctic-council.org/handle/11374/662>

（2016 年３月 14 日最終閲覧）．
10　Documentation on meetings of the Regional 

に関する問題、例えば船舶の航行や海洋観光

活動などが先住民の食糧源となっている海洋

ほ乳類へ与える影響の問題などについて十分

に対処できていないという問題提起があっ

た。他方で、極海コードには、海洋ほ乳類や

騒音などの先住民の懸念に関係する規定も盛

り込まれていることや、北極評議会の海洋観

光プロジェクト（Marine Tourism Project）

がこの問題を解決する上での有効な手立てに

なり得ることについても指摘がなされた。

　以上の点に関連して、400 万人の人々が暮

らす北極はインフラを含め開発が遅れている

地域であり、いかに社会経済的な発展をもた

らすのかということも極めて重要な課題であ

る。この課題の解決のためには、ビジネス界

を参加させることが重要であり、その意味で、

北極経済評議会は１つの解決策であるとの指

摘があった。

　2015 年に設立された北極評議会の北極海

洋協力タスクフォース（TFAMC）が、その

成果物としてどのような協力メカニズムを生

み出すのかについて、その将来的見通しは不

透明であるとの見解が示された。その理由と

しては、タスクフォースに与えられたマンデ

ートはとても広範かつ抽象的なものであり、

また 2015 年のイカリット宣言は、タスクフ

ォースに「地域海プログラム（regional seas 

program）の必要性を検討する 60」ことを求

めているが、地域海プログラムにも様々なタ

イプがあることが指摘された。他方で、この

タスクフォースの活動の可能性の１つとし

て、将来的に「北極海洋フォーラム（Arctic 
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